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1 はじめに：研究の背景と目的 

 
高齢化は、世界が憂える大きな問題の一つとなった。多様な文化的背景を持つ移民で構

成されている多文化社会におけるエスニック・マイノリティの老いは、エイジズムとエス

ニシティから生起する社会的不利益に瀕していると指摘されている（Dowd & Bengston 
1975, Norman 1985, Mutchler& Burr 2011） 。「モデル・マイノリティ」と称されてい
るアメリカ多文化社会の日本人・日系人も、異文化で迎える老いという「モデルなき喪失

の過程」に不安を隠せない（Kanamoto 2000）。「国」「文化・言語」「家族」「社会福祉・
医療システム」などの境界を越えたライフ・スタイルを持つ者の高齢期における尊厳は、

高齢者の文化的アイデンティティと、居住する国の医療社会福祉システムとのせめぎあい

の中にある。 
 
この重要な問題に注目したニューヨーク日系人会は、2006年に「在米邦人・日系人の『高
齢者問題に対する意識調査』」を実施した（ニューヨーク日系人会	 2006）。多くの日本人・
日系人高齢者が「日本的なきめの細かいケア」（言語・文化のソフト面）を備えた施設（居

住型介護というハード面）を強く欲しており、より文化的なケアが日本人・日系人高齢者

の尊厳に深くかかわっていることを解明した。この傾向は、アメリカのみならず、ブラジ

ル（Kanamoto 2013）、イギリス（Kanamoto 2014, 金本 2015）、オランダ（金本 2015） 、
ドイツ、スウェーデン、オーストラリアの日本人コミュニティにおいても同様に観察され

ている。しかしながら、アメリカやカナダのような集団で移住した日本移民のネットワー

クが地域に強く根付いているコミュニティを除き（例えば、ロサンゼルス、シアトル、バ

ンクーバーなどの日本人・日系人の多くが集住するコミュニティ）、多国籍・多文化的な家

族との関係性の変化や、日本への帰国を老後の選択肢に含めがちな高齢者の心の揺らぎは、

現地における日本人・日系人のための高齢者福祉施設設立を押しとどめ、どの日本人コミ

ュニティにおいてもリアリティのない語りとなっている。 
 
老いの問題は、他人任せになりがちでおざなりになったり、後回しにされたりしがちな

問題である。特に、海外で老いを迎える日本人・日系人は、老いのモデルが欠如している

ことから、自主的な関わりが特に必要な状況にある。ニューヨーク日系人会は、「邦人・日

系人高齢者問題協議会」を設立し、この難問に対して積極的に関わってこられた稀有な団

体である。しかしながら、2006年にアンケート調査実施以降、アメリカ社会の高齢化が進
み、医療・介護制度の脆弱化が進む中、また、ケアの個別文化化が進む中、日本人・日系

人コミュニティは、答えなき高齢化の問題に対してどのように対応するかという具体策を

模索している状況にあると言えよう。本研究は、まず、(1)ニューヨーク近郊に在住する日
本人・日系人の高齢化の現状を把握し、(2)高齢者にとってどのようなサービスが必要であ
るかのニーズ（優先順位を含む）を明らかにしたい。 
 
この研究は、上記の問題意識に基づき、この膠着した状況を打破する提案のための基礎
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データを、邦人・日系人 高齢者問題協議会（ニューヨーク日系人会に属する研究者および
医療・福祉関係の専門家グループ）と共に収集するものである。主な目的は以下の４つに

おく。 
(1) 高齢化に関する意識調査：2006 年に実施した調査との比較をすることで、12

年後のニューヨーク近郊に居住する日本人・日系人の高齢化の現状を把握する。 
(2) 訪問介護のニーズ調査：高齢者の尊厳を守るため、日本的ケアの提供を可能と

する手段としての訪問介護に関するニーズを明らかにする。 
(3) 通時的・共時的比較研究：上記(1)「高齢化に関する意識調査」および (2)「訪

問介護のニーズ調査」を、2006年に実施した調査結果、およびブラジル、イギ
リス、オランダのアンケート調査結果との通時的・共時的比較を行う。 

(4) パブリック・セミナーによるコミュニティとの連携および協働：日本人・日系

人コミュニティと調査結果を共有するために、パブリック・セミナー（日本語

および英語）を開催し、日本的ケアを提供するための訪問介護の在り方を共に

考え、地域における問題解決力を高める。 
 
以上のように、本研究の意義と独創性は、(1)12 年間の経過を把握できる通時的分析お
よび他国の日本人高齢者との共時的分析が可能となる稀有な調査であること、(2)研究者と
現地の医療・福祉専門家グループとのコラボレーションによる調査で、地域問題解決型調

査であること、および(3)現地セミナーを介して地域コミュニティと共有し、研究結果を地
域コミュニティに還元しようとしている点にある。なお、研究期間（2018 年 3 月～2019
年 3月の 1年間）においてアンケート調査を実施して調査結果を報告書にまとめることと
し、地域コミュニティに還元するパブリック・セミナーは、研究期間終了後に開催する予

定である。 
 

 
２ アメリカの日本人・日系人コミュニティの歴史と人口動態 

 
2.1	 戦前の日本人・日系人コミュニティの歴史 
	 アメリカ（1898年に併合されたハワイも含めて）における日本人の異文化接触は、江戸
幕府によって日本人の海外渡航が許可され「元年者」と言われる日本人契約労働者がハワ

イに到着した 1868年に遡る。この多くは、明治時代に始まった近代化・西洋化の影響を
受けた地方の農民（例えば、広島、山口、熊本、和歌山など）であった。一獲千金・錦衣

帰郷を目指してプランテーションやピースワーク（出来高払いの仕事）に従事する「デカ

セギ」感覚の低賃金の海外労働者で、その多くは男性であった（金本、2007）。 
 
	 これらの一世は、二世の誕生とともにアメリカ定住化の兆しを見せ始めた。「写真結婚」

によって日本から妻（あるいは、婚約者）や親族を「呼び寄せ」、アメリカに家庭を築き、

アメリカの市民権を持った二世という世代を日本的に養育しようとした。日本で教育を受

けた経験のある「帰米」といわれるグループもその世代に含まれる。外国人排斥土地法

（1913年）が制定されるころから排日運動が高まってくるが、二世がアメリカ的価値観お
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よび行動様式を学ぶことにより、二つの文化の橋渡し役を務めることになった（金本、

2007）。 
 
	 1941年 12月、日本がパール・ハーバーを攻撃して太平洋戦争が勃発した。アメリカ西
海岸に居住する一世と二世は「敵性外国人」として強制収容所に送られた。アメリカ市民

であった二世は、失墜した日系人の信用を回復する手段として、アメリカに忠誠を誓い、

アメリカに志願兵として従軍した。このヨーロッパ戦線で活躍した第 442連隊は、すでに
多くのものが逝去しているが、今でも日系コミュニティから尊敬されている存在である。 
 
	 戦争に負けて日本に帰る夢を絶たれた一世たちは、帰化権を認められたのをきっかけに

永住への転換を計り、アメリカを終の住処として選択する。この選択により、多くの者が

将来の年をとったときの社会保障もアメリカの制度にゆだねることになる。 
 
これに対し、東海岸（ニューヨーク州、ニュージャージー州、ペンシルバニア州、コネ

チカット州などニューヨーク近郊）に居住する日本人・日系人は、日米貿易の担い手であ

るビジネスマン、留学生、オペアのような家庭労働者が多かった。マンハッタンやブリッ

クリンを中心に、1891年において約 600人の、1925年には約 4,000人の日本人がこの地
域に散住していた。東海岸の日本人・日系人は収容所に送られることもなかったので、戦

中もキリスト教を中心に据えることでコミュニティを存続することができたのであった

（ニューヨーク日系人会、2006）。 
 
2.2	 戦後の日本人・日系人のコミュニティの歴史 
	 戦後になり、日系人口が集中しているカリフォルニア州ロサンゼルスの日系社会は、ア

メリカで老いを迎える一世を憂い、1964年に日系人のための老人福祉施設を建設するため
の基金を設立した。不必要となった日系病院を母体として、1969年に「ナーシング・ホー
ム」（日本における特別養護老人ホームに相当する施設）を、1975年には、ユダヤ人の老
人ホームを買い取り、「日系引退者ホーム」（日本におけるサービス付き高齢者住宅に相当

する施設）を設立した。これらのモデルになったのは、ブラジル・サンパウロにあるユダ

ヤ人のための老人福祉施設であった。ロサンゼルスの二世リーダーが、ブラジルを訪れた

折に、このようなそれぞれのエスニシティ（個別文化）に基づいた高齢者施設の存在を知

り、そのアイデアをロサンゼルスの日系コミュニティに持ち帰ったのであった（Kanamoto, 
2000）。 
 
	 一方、ニューヨークの日系コミュニティは、戦争終結直後に「日本救援準備委員会」を

設立し、1946年に「日本救援紐育委員会」を発足して、日本の窮状を救うために「故国同
法に金品を持って救援す」として、ララ物資（Licensed Agency for Relief in Asia) を送っ
た。5年間で送った金品（粉ミルクや綿布など）は 16万ドルにも相当した。日米開戦で凍
結されていた「紐育日本人会」の活動が米国政府により解除され、その後「ニューヨーク

日系人会」に引き継がれ、ニューヨーク地区の日系コミュニティの核となった。戦後の日

系コミュニティは、戦前の一世、ニューヨークで生まれ育った二世、収容所から移住して
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きた一世・二世、そして、新一世といわれる日本からビジネや留学目的で移住してきた日

本人とその子どもたちである二世、あるいは、アメリカ人との国際結婚で移住してきた日

本人とその子どもたちである二世など、多様なグループで構成されるようになった (ニュ
ーヨーク日系人会、2019)。 
 
2.3	 アメリカにおける日系コミュニティの高齢化率の推移 
	 以下の図表１は、各エスニック・グループの高齢化率（1900年～1990年）の推移を示
している 。日本人・日系人で構成されている日系コミュニティは、1980年ぐらいから急
激に高齢化が進んでいる状況が伺える（Kanamoto, 2000）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                図表 1：アメリカにおける日系コミュニティの高齢化率の推移

（Kanamoto, 2000） 
 
	 ニューヨーク日系人会が 2006年に実施した高齢化に関する調査報告書には(ニューヨー
ク日系人会、2006)、2000年の日系コミュニティの高齢化率は、ニューヨーク州では 5.3％
（ニュージャージー州は 7.4％、コネチカット州は 9.8％、ペンシルバニア州は 5.4％）と
ある。また、ニューヨーク日系人会（2013）は、2010年の日系コミュニティの高齢化率
を、ニューヨーク州では 8.3％（ニュージャージー州は 12％、コネチカット州は 10％、ペ
ンシルバニア州は 17％）と試算している。ニューヨーク近郊の日系コミュニティは、「高
齢化社会」から「高齢社会」向かおうとしているところにあるといえよう。ちなみに、2015
年のアメリカ全体の高齢化率は 14.6％で、アメリカは「高齢社会」に分類され、2015年
の日本の高齢化率は 26.6％で、日本は「超高齢社会」に分類される（内閣府、2019）。 
 
 
３ アンケート調査の方法 
3.1	 調査対象 

White 

Japanese 

Chinese 

Black 
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本調査は、ニューヨーク、ニュージャージー、コネチカット、ペンシルバニアに居住する

40歳以上の日本人・日系人を対象とした。調査対象者の選定は、本調査に賛同いただいた
日系の調査協力団体の方々と、メディアなどを通じて調査協力を申し出てくださった方々

である。 
 

3.2	 調査票の作成 
2006 年にニューヨーク日系人会	 邦人・日系人高齢者問題協議会によって実施された
「在米邦人・日系人の高齢者問題に対する意識調査」および、その他の先行研究を基に、

協議会の共同研究者で構成された調査チームでの協議を通して質問紙を作成した。2018
年 6月 16日と 22日に調査への回答に協力が得られたボランティアに対して、プレ調査を
行なった。プレ調査の目的は、質問項目に対する回答のしやすさ、選択肢の適切さ、聞き

なれない専門用語、あいまいな表現や選択肢がないかを明らかにすることである。プレ調

査の結果を反映し修正したものを日本語版質問紙とし、その後、同一質問内容の英語版質

問紙を作成した。 
 

3.3	 調査票の項目 
調査項目は下記の通りである。 
（1）健康状態などについて：健康状態、幸福度、日常生活の楽しみと困難について 
（2）老後について：過ごしたい国、生活の不安と準備状況、介護が必要となった場合に
希望する生活の場と在宅介護への希望、希望する支援、ホームヘルスエイドへの希望、介

護に要する費用の支払い可能上限、現在のケアの必要性とサポート提供者とその内容、老

後の準備、希望するケア、現在受けているケアとその提供者 
（3）日本への永住帰国への希望とその理由 
（4）フェイスシート：居住エリア、性別、年齢、ステータス、婚姻関係、配偶者・パー
トナーの国籍、アメリカ滞在年数、学歴、家族構成、住居の所有形態と居住形態、同居家

族、家庭内使用言語、英語スキル、収入源、世帯年収、保険、医療の充足と不足の理由、

1年間の通院歴と入院歴、2ヶ月間の医療受診歴、手段的サポートの授受 
(5)自由記述：日系コミュニティで希望する高齢者支援、現在困っていることや不安など 
 

3.4	 調査方法 
2018年 9月上旬から配布を開始し、回収期限は 2018年 10月 7日（消印有効）までと
した。ただし、回収期限を超えて届いた調査票（11 月上旬まで）は回収数に含むこととし

た。	

 
無記名自己記入式の質問紙調査の日本語版と英語版を作成し、調査協力団体を通して郵

送とメールで配布した。調査協力団体には、配布時には可能な限り重複がないように配慮

をお願いしたが、同一の対象者に複数の調査票が届いている可能性はある。そのため、送

付状には質問紙が複数届いた場合は一部のみに回答頂き、他の質問紙並びに同封されてい

る返信用封筒は破棄して頂くよう依頼した。郵送による配布では、郵送・持参による回収

を行い、手渡しによる配布では、郵送・その場での回収を行った。また、メールによる PDF
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ファイルの配布では、JAAのメールアドレスに返信か、問い合わせにより返信用封筒を送
付した。	

	

なお、同封した送付状には、得られたデータはすべて数的に処理されるため個人情報の

漏洩がないこと、回収されたアンケートは全て鍵のついたキャビネットに保管されること、

研究結果はパブリック・セミナーを開催してご報告する予定であることを明記した。質問

紙への記入に助けが必要な方や、郵送が難しい方は、邦人・日系人高齢者問題協議会に連

絡することで調査員から記入の助けが得られることを明記した。加えて、ニューヨーク日

系人会で開催される秋のヘルスフェアにおいて調査票の記入方法についての説明会が開催

された。 
 

3.5 配布数および回収数 
	 配布数および回収数は図表 2の通りである。全体の回収率は 29.7%（611÷2,057）であ
るが、配布・回収ともに「郵送・手渡し」の場合は 41.6%（590÷1,419）、配布・回収と
もに「メール」の場合は、0.9%（6÷638）配布は「メール」で回収は「郵送・メール」：
3.3%（21÷638）であった。郵送・手渡しの場合は回収率が 40%を超えている。 
なお、将来的に同様の調査が行われる可能性もあるため、以下に郵送、手渡し、メール

数を示した。本調査は高齢者を対象としていることもあり、メールを用いた回収数が少な

くなっており、今後も郵送や手渡しでの調査実施が必要と考えられた。 
 

 配布数 （小計） 回収数 
郵送 838 
手渡し 581 

1419 605 

メール 638  6 
合計 2057  611 

図表 2	 配布数と回収数 
※配布数のうち英語版は 47通（郵送）、72通（手渡し）の計 119通であった。 
※「郵送・手渡し」の回収数については、15通はメールで受取、郵送回収（それを除くと 590通）、夫婦
での返送が 23組あった 
※ただし、39歳の人が含まれていたため、有効回答数は 610である。 

なお、本研究は桃山学院大学研究倫理委員会の承認（2018 年 7 月：承認番号６）を得
て実施している。 
 
3.6  調査チームと協力団体 
3.6.1 調査チーム（共同研究者）のメンバーと役割 
遠山（金本）伊津子（桃山学院大学・教授・人類学博士）： 

調査実施責任者、調査費管理、研究倫理審査、調査票作成、調査票配布、

調査結果分析、調査報告書作成、広報 
中島民恵子（日本福祉大学・准教授・政策・メディア博士）： 
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調査票作成、データ入力指導、データ入力管理、データクリーニング、調

査結果分析、調査報告書作成 
小泉きよ香（ニューヨーク市立ブルックリン・カレッジ・助教授・健康教育学博士）： 

調査票（英語への翻訳）作成、プレテスト実施、調査結果発表 
スーザン・大沼（ニューヨーク日系人会・会長）： 

調査票(英語)作成、広報、調査票配布と回収、データ入力管理 
野田美知代（ニューヨーク日系人会・事務局長）： 

総括、調査費管理、調査票作成(印刷発注)、プレテスト実施、広報、調査
票配布と回収、データ入力管理、報告書作成 

坂神けい子（ニューヨーク市保健精神衛生局・Supervisor）： 
調査票作成、プレテスト実施 

山田哲司 （ニュージャージー州立ラトガース大学・教授・医療経済学博士）： 
調査票作成 

研究協力者（データ入力） 
荒川亜樹 
宮北尚美 
 

3.6.2  調査協力団体 
	 ニューヨーク日系人会、プリンストン日本人会、ピッツバーグ日本協会、フィラデルフ

ィア日本人会、フィラデルフィア日本人キリスト教会、日米合同教会、ニューヨーク仏教

会、ニューヨーク日本人教育審議会、	ニューヨーク補習授業校、ニュージャージー補習授

業校、プリンストン補習授業校、	ニューヨーク育英学園、高齢者問題協議会メンバー、日

米ソーシャルサービス、日系ライオンズクラブ、平安、壮年会、ニューヨーク邦人医療支

援ネットワーク、ビジネスウーマンの会、ニューヨーク混声コーラス、週刊 NY 生活、よみ

タイム、デイリーサンニューヨークなど、その他多くの団体・個人のご協力を頂いた。	 	

 
3.6.3  作業記録 
2018年 3月：調査票（日本語版）原案作成（担当：中島・遠山） 
2018年 4月～5月：調査票およびカバーレター（日本語版）修正作業（担当：全員） 

入力用スプレッドシート作成（担当：中島） 
2018年 6月：プレテスト（担当：坂神・小泉・野田）および英語版の翻訳開始（担当：

小泉） 
2018年 6月：「人に関わる研究倫理審査」申請（申請先：桃山学院大学、担当：遠山） 
2018年 7月：調査票およびカバーレター（日本語版）完成（担当：全員） 

配布準備開始（担当：野田） 
2018年 7月：「人に関わる研究倫理審査」承認 
2018年 8月：調査票およびカバーレター（日本語）、封筒等印刷（担当：野田） 
2018年 9月：調査票（英語版）完成（担当：小泉・野田・遠山） 
2018年 9月：プレス・コンフェレンス開催（コミュニティへの周知徹底を行う）および	  

秋のヘルス・フェア（ニューヨーク日系人会主催）において説明会開催（担
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当：大沼・野田・遠山） 
2018年 9～10月：調査票配布開始（担当：野田） 
2018年 9月～11月：データ入力開始（担当：野田・荒川・宮北） 
2018年 11月～12月：データクリーニング（担当：中島） 
2019月 1月：単純統計出力および報告書原案作成（担当：中島・遠山） 
2018年 1月～ 3月：報告書提出準備（担当：中島・荒川・遠山） 
2019年 5月(予定)：サクラ・ヘルス・フェアーでの報告発表（担当：小泉） 
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4	  調査結果 
	 本調査報告においては、各質問に対する回答の分布を簡単に示すこととする。より深い

考察は、2019年度以降の報告会や研究会において行う予定をしている。 
 
4.1	 回答者の属性 
回答者の属性に関する質問（Q18～Q39）の結果は、以下の通りである。 

 
Q18．回答者の住まいの分布としては、ニューヨーク市は 55.9％（ニューヨーク州でみる
と 68.2％）、次いでニュージャージー州が 20.7%、ペンシルバニア州が 7.4%である。 
 
 

ニューヨーク州 	  	  

マンハッタン 199 32.6% 

ブルックリン 36 5.9% 

クイーンズ 96 15.7% 

ブロンクス 7 1.1% 

N 
Y 
市 

スタテンアイランド 3 0.5% 

 ウエストチェスター 51 8.4% 

 ロングアイランド 19 3.1% 

 上記以外の NY州 5 0.8% 

コネチカット州 	  11 1.8% 

ニュージャージー州 126 20.7% 

ペンシルベニア州 45 7.4% 

その他（分類不可） 3 0.5% 

無回答 9 1.5% 

図表 3	 住まいの分布 
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Q19，Q20．回答者の性別は、女性 69.3％、男性 27.2%。その他 0.8%である。平均年齢は
66.4歳であり、最小が 40歳、最大が 100歳である。10歳ごとの分布をみると 70代の回
答者が 25.7％と最も多い。 
 
 

 
図表４	 年齢の分布

11.8% 18.9% 20.8% 25.7% 16.6% 6.2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

40代 50代 60代 70代 80代以上 無回答 
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Q21．回答者のアメリカでのステータスについては、永住権が 59.2%と最も多く、次いで
アメリカ市民が 36.2%であった。 
 
 

 
図表５	 アメリカでのステータス 

 
 

36.2% 

59.2% 

2.5% 0.3% 1.8% 
0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

アメリカ市民 永住権 ビザ・ホルダー ビザなし 無回答 
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Q22,	 Q23．現在の婚姻・リレーションシップの状況については、既婚者が 57.9%と最も
多い。未婚（パートナーなし）、離別・離婚、死別が約 10%ずつである。配偶者・パート
ナーの国籍はアメリカが 38.0%と最も多く、日本が 35.1%であった。また、配偶者はいな
い割合は 17.2%であった。なお、非該当は 2つの国籍に○がついていた。 
 
 

 
図表 6	 現在の婚姻・リレーションシップ 

 

 
図表 7	 配偶者・パートナーの国籍 

 
 

10.3% 5.6% 

57.9% 

2.5% 
9.3% 12.5% 

2.0% 
0% 

10% 
20% 
30% 
40% 
50% 
60% 
70% 

未
婚（

パー

ト
ナー

な
し）

 

未
婚（

パー
ト
ナー

あ
り）

 

既
婚 

別
居
・
家
庭
内
別
居 

離
別
・
離
婚 

死
別 

無
回
答 

38.0% 
35.1% 

3.3% 

17.2% 

0.3% 

6.1% 

0% 

5% 

10% 

15% 

20% 

25% 

30% 

35% 

40% 

アメリカ 日本 その他の国
籍 

配偶者なし 非該当 無回答 
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Q24．回答者のアメリカの滞在年数は 30 年以上が 63.8%であり、次いで 20 年～29 年以
下が 23.4％となっており、20年以上アメリカに滞在している回答者の割合は 85％を超え
ている。 
 
 

 
図表 8	 アメリカの滞在年数 

3.0% 
8.2% 23.4% 63.8% 1.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

10年未満 10年～19年以下 20年～29年以下 30年以上 無回答 



18 
 

 
Q25．回答者の学歴としては、大学卒業程度が 36.9％であり、次いで大学院修了程度が
25.6％であった。 
 
 

 
図表 9	 学歴の分布 

 

2.1% 

12.6% 

20.8% 

36.9% 

25.6% 

2.0% 
0% 
5% 
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門
学
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度 
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学
卒
業
程
度 

大
学
院
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了
程
度 

無
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Q26,	 Q29．回答者の現在の家族構成としては、パートナーが 62.8%と最も多く、次いで
子ども（アメリカ在住）が 50%と多い。また、親（日本在住）は 19.7%と配偶者の親が
7.4%で、あわせて約 27%となっており、回答者の親に対する支援や介護も今後さらに課題
としてあがってくることが推察される。また、一緒に暮らしている人については、配偶者・

パートナーが 62.3%と最も多く、次いで一人暮らしが 27.7%、子どもが 26.9%である。先
の家族構成との関連をみると、家族はいるが一人暮らしをしている回答者の割合は 20%程
度である。 
 

 
図表 10	 現在の家族構成 

 
図表 11	 一緒に暮らしている人 

2.1% 

5.2% 

6.9% 

7.2% 

7.4% 

19.7% 

50.2% 

62.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 

親（日本以外に在住） 

その他（一人暮らし以外） 

その他（一人暮らし） 

子ども（アメリカ以外に在住） 

配偶者の親 

親（日本在住） 

子ども（アメリカ在住） 

配偶者・パートナー 

0.0% 

0.7% 

1.5% 

1.5% 

1.8% 

26.9% 

27.7% 

62.3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 

配偶者・パートナーの親 

自分の親 

自分の兄弟姉妹 

その他 

ルームメイト 

子ども 

一人暮らし 

配偶者・パートナー 
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Q27，Q28．現在の住まいの所有形態としては、自己所有と家族所有あわせて 63.6%であ
り、賃貸の 33.3%を上回っている。また、居住形態としては、アパートが 56.4%と最も多
く、次いで一戸建てが 32.8%である。 
 
 

 
図表 12	 現在の住まいの所有形態 

 

 
図表 13	 現在の居住形態 

 

52.5% 

11.1% 

33.3% 

1.8% 1.3% 
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60% 

自己所有 家族所有 賃貸 その他 無回答 
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Q30，Q31．家庭内での主要言語は、日本語が 48.2%と最も多く、次いで日本語と英語の
併用が 26.9%、英語が 22.0%である。また、英語でのコミュニケーションレベルについて
は、良く出来るが 34.4%と最も多く、次いで普通が 28.0%であった。あまり出来ない、ほ
とんど出来ないは合わせて約 12%であった。 
 

 
図表 14	 家庭内での主要言語 

 

 
図表 15	 英語でのコミュニケーションレベル 

 
 

48.2% 

22.0% 
26.9% 

0.2% 2.8% 
0% 

10% 
20% 
30% 
40% 
50% 
60% 

日
本
語 

英
語 

日
本
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と
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用 

そ
の
他
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語 

無
回
答 

34.4% 20.8% 28.0% 10.3% 
1.8% 

0.3% 

4.3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

良く出来る まあまあ出来る 普通 あまり出来ない 

ほとんど出来ない 複数回答 無回答 
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Q32，Q33．回答者の現在の収入源については、アメリカの公的年金（ソーシャルセキュ
リティ）が 48.2%と最も多かった。給与は 32.6%が次いで高く、就業している人が約 30%
あった。また、回答者の世帯収入は$80,000 以上が 39.2%と最も高く、$60,001-$80,000
は 15.4%であり、あわせると$60,001以上は 54.6%と 50%を超える。 
 

 
図表 16	 現在の収入源 

 

 

1.6% 

3.8% 

4.4% 

7.7% 

17.4% 

18.2% 

18.5% 

23.8% 

27.4% 

32.6% 

48.2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 

家族からの援助 

遺産収入 

日本の個人年金 

その他の収入　 

不動産・投資収入 

フリーランス（自営業） 

日本の公的年金　 

アメリカの個人年金（IRA,  401K） 

配偶者・パートナーの収入 

給与 

アメリカの公的年金 

0.7% 

4.8% 

15.4% 14.4% 15.4% 39.2% 10.2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

なし $20,000以下 $20,001-$40,000 $40,001-$60,000 

$60,001-$80,000 $80,001以上 無回答 
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図表 17	 世帯収入の分布 
Q34．回答者が加入している保険としては、メディアケアが 50.3%と最も多く、次いで本
人もしくは配偶者・パートナーの勤務先が加入している医療保険が 38.2%である。なお、
アメリカの介護保険に加入している回答者は 7.5%である。割合としては少ないが、メディ
ケイドは 4.4%、医療保険なしは 3.8%である。 
 
 

 
図表 18	 加入している保険 

 

2.6% 

3.8% 

4.4% 

7.5% 

24.4% 

38.2% 

50.3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 

その他 

医療保険なし 

メディケイド 

自分加入の米国介護保険 

自分加入の民間の医療保険 

勤務先加入の医療保険 

メディケア 
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Q36,	 Q37．回答者のうち、必要な医療が必要な時に受けられている人は 82.3%である。
必要な医療が受けられていない理由のうち、「医療保険が十分にカバーしない」が 7.9%と
最も高い。回答者のうち、過去 1 年間に病院に行った平均回数は 2.9 回（N=535）、入院
平均日数は 1.6 日（N=393）、過去 2 か月間に医者（歯科、眼科、耳鼻科なども含む）を
受診した平均回数は 2.1回（N=554）であった。 
 
 

 
図表 19	 必要な医療が受けられていない理由 

 

0.2% 

0.2% 

0.3% 

1.5% 

2.8% 

3.1% 

7.9% 

0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 

交通手段がない 

近くに医院や病院がない 

一人で行くことが困難 

医療保険がない 

医者が自分の医療保険を受け付けな
い 

その他 

医療保険が十分にカバーしない 
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Q38,	 Q39.	 病気で数日寝込んだときに看病や世話をしてくれる人は、配偶者・パートナ
ーが 60.3%、世話をする対象は配偶者・パートナーが 44．1%と最も高い。同居の子ども
や親戚よりも友人から世話を受けたり、世話をしたりする割合が少しだが高かった。なお、

世話をしてくれる人がいない人は 12.8%であり（世話をする対象はいない人は 27.9%）、
病気などになった場合にサポートが受けられるための支援の体制づくりもさらに検討が必

要と考えられる。 

 
図表 20	 手段的サポート（受） 

 
図表 21	 手段的サポート（授） 
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4.2	 老後の生活に対する意識 
 
Q1.	 健康状態：「あなたの現在の健康状態は、いかがですか。」 
 
自己判定による健康状態に対する質問の回答は、「とてもいい」と回答した者が 37.7％、
「ややよい」と回答した者が 19.3％、「普通」と回答した者が 32.8％で、全回答者の約 90％
が良好な健康状態にあることが判明した。 
一方で、「あまりよくない」と回答した者（8.5％）と「よくない」と回答した者（1.1％）
に対する注目が必要であろう。 
 
 

 

図表 22	 現在の健康状態 
 
 
 
 

37.7% 19.3% 32.8% 8.5% 

1.1% 

0.5% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 
とてもいい ややよい 普通 
あまりよくない よくない 無回答 
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Q2.	 幸福度：「あなたは現在幸せですか」 
	  
現在のニューヨークでの生活に対する幸福度に関する質問に対して、「幸せ」と回答した

者が 63％、「やや幸せ」と回答した者が 25.1％で、全回答者の約 88％がポジティブな回答
をしている。 
	 一方、「どちらでもない」と回答した者が 6.4％、「やや不幸せ」と回答した者が 3.3％、
「不幸せ」と回答した者が 1.0％あり、これら約 11％の者に対する何らかのアプローチが
必要であると考えられる。 
 
 

 

 
図表 23	 現在の幸福度 

 

62.8% 25.2% 6.4% 
3.3% 

1.0% 

1.3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

幸せ やや幸せ どちらでもない やや不幸せ 不幸せ 無回答 



28 
 

 
Q3.	 QOL（日常生活の質）：「あなたが普段楽しみにしている娯楽・趣味・活動はありま
すか」 
	  
日常活動に関する複数回答を降べきの順に並べたものが以下のグラフである。一番回答

数が多かったものは「友達と話す」（60％）で、「家族と話す」（44.4％）を含めると他者
とのコミュニケーション活動が日常の中心となっていることがわかる。 
アメリカおよび日本社会との情報の繋がりを示す「インターネット」（54.3％）、「読書・
新聞」（53.1％）を回答する者も多い。また、活動的な「スポーツ・体操・散歩」を回答し
た者が 54.7％を占めており、対照的な「文化活動（合唱・習字・将棋など）」が 25.2％と
相対的に少ない。 
	 特筆すべき点は、「日系人会の活動」に関わっている者（18.2％）と少数であり、宗教団
体関連の活動にも相対的に消極的な側面が伺える。 
 

 
図表 24	 普段楽しみにしている娯楽・趣味・活動 
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53.1% 

54.3% 
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56.2% 
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無回答 
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日系人会の活動 

文化活動（合唱・習字・将棋など） 

ボランティア活動 

仕事 

旅行 

家族と話す 

読書・新聞 

インターネット 

スポーツ・体操・散歩 

テレビ・ラジオ・ビデオ 

友だちと話す 
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Q4.	 ADL（日常生活の自立性）：「日常生活についてあてはまるもの全てに〇を付けてく
ださい」 

 
「自分自身の老後や介護が気なってきた」と回答する者（38.0％）が一番多く、「親の老
後や介護が気になってきた」（20.7％）、「配偶者・パートナーの老後の介護が気になってき
てきた」（18.0％）と、家族の状況の変化からも老いを身近に感じる者も少なくない。次い
で、「自分自身で物忘れがあると自覚している」と回答する者（29.8％）が多い。「周りの
人から『いつも同じ事を聞く』など物忘れがあるといわれる」者は、3.0％と非常に少ない。 
「日本語を話す・読む・聞く・書くのが億劫になってきた」と感じるものが 4.3％しか
いないのに対し、「英語などの外国語を話す・読む・聞く・書くのが億劫になってきた」

（17.9％）と約 4倍の回答を得た。 
ケアサポート（日常生活を送るにあたり必要と思われるサポート）が必要であると思わ

れるのは、歩行困難である者（「15 分位続けて歩くことができない」3.6％）、外出の付き
添いが必要な者（「バスや電車を使って 1人で外出できない」3.4％）、金銭の管理が必要な
者（「銀行預金・郵便貯金の出し入れが自分でできない」2.3％）、自立した生活が困難と思
われる者（「日用品の買い物ができない」1.5％）である。少数ではあるが、喫緊の対応が
望まれる。 

 
図表 25 日常生活の自立性 
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20.7% 
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38.0% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 

買い物 

貯金の出し入れ 

該当なし　 

無回答 

もの忘れ周囲から 

バス・電車外出 

15分歩行 

日本語億劫 

月日 

車の運転 

英語億劫 

配偶者の介護 

親の介護 

もの忘れ自覚 

自分の介護 
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Q5.	 終の住処：「どこで老後を過ごしたいと考えていますか」 
	  
老後の生活を設計するにあたり、終の住処を決めなければならない。すでに 37.5％の者
が「アメリカ」と、16.6％の者が「日本」と決めているが、全体の約 40％（43.1％）の者
が「考えているが決めていない」と回答している。この分布は、2006年に実施した「在米
邦人・日系人の『高齢者問題に対する意識調査』」の分布と類似していることから、一定数

の高齢者の日本へのリーターン・マイグレーションが起こっていたことを示している。 
	  
 

 
図表 26 老後を迎えたい場所 
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Q6.	 老後の不安：「老後の生活を迎えるにあたり、どのような不安がありますか」 
	  
高齢になって「病気・身体障害」（52.1％）を抱える可能性が高くなることから、「高額
な医療」（53.0％）が老後の生活の第１の不安要因として挙げられている。「配偶者のパー
トナーが要介護状態になること（32.3％）、「認知症」（31.5％）の罹患など、将来の医療費
や介護費に対する大きな不安が読み取れる。生活を支える「収入・経済的状態」（39.8％）
に対する不安も大きい。 
	 老後の生活の文化的な問題を挙げる者も少なくない。例えば、「言葉（コミュニケーショ

ン）」（23.6％）、「食事」（20.2％）が、具体的な不安として挙げられている。「日本にいる
両親（家族）の介護」（17.5％）をニューヨークに居住する家族が担うという状況が発生す
れば、大きな負担となるのは必至である。 
 
 

 
図表 27 老後の不安 
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食事 

配偶者が先立つ 

言葉 

住居 

アメリカ政治状況 

認知症 

配偶者が要介護 

収入・経済的状態 

病気・身体障害 

高額医療費 
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Q7.	 老後の準備：「老後の準備のために行っている（行った）ことはありますか」 

 
最も回答が多かったのが、「医療に関する委任状（医療に関する委任状（Health Care 

Proxy, Living Willなど）の作成）」（33.8%）、次いで「財産管理の委任状や遺言の作成」
（33.4％）である。それでも全体の約 30％の者しか準備を進めていないが、前回の 2006
年の調査それぞれ約 20％程度）より大幅に改善していることは、ニューヨーク日系人会の
終活に関わるセミナーの成果によるものであると推察される。 
任意で加入する「米国の介護保険の加入」の準備を進めている者は 12.1％と少なく、ア
メリカの高い保険料とその仕組みの複雑さが大きなネックとなっていると考えられる。 
加えて、住居に関する準備（「住み替え」と回答した者が 5.7％、「自宅の改修やバリア
フリー化」と回答した者が 2.1％）に対する意識が低いのは、ニューヨークという大都市
のアパートに住居している者（「アパート」と回答した者が 56.4％）が多いことに起因し
ていると考えられる 

 
 

 
図表 28 老後の準備状況 
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米国介護保険 
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フィナンシャルプラン 

財産委任状 

医療委任状 
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Q8.	 希望する介護形態：「他者からの世話や介護が必要となった場合、どのように生活し
たいですか」 
	  
家族あるいはホームヘルスエイド（介護者）による介護を受けながら「在宅」を希望す

る者（「在宅で家族によるケアサポートを受けて生活したい」と回答した者が 14.6％、「在
宅でホームヘルスエイド（介護者）によるサービスを利用しながら生活したい」と回答し

た者が 25.5％）が全体の約 40％で、「日系人が多く入居している」施設を希望する者（「日
系人が多く入居している高齢者専用住宅やアパートメントで生活したい」と回答した者が

17.7％、「日系人が多く入居しているナーシング・ホームで生活したい」と回答した者が
8.4％）は約 26％、「どこでもいいので」施設での生活を望む者（「どこでも良いので高齢
者専用住宅やアパートメントで生活したい」と回答した者が 15.4％、「どこでも良いので
ナーシング・ホームで生活したい」と回答した者が 4.9％）は約 20％である。 
全体の傾向としては、在宅での生活を希望している者（約 40％）と施設での生活を希望
する者（約 46％）が拮抗している状況である。住み替えやバリアフリー化の必要性が低い
ことに加え、日系の高齢者福祉施設がない現状と合わせて鑑みると、日系高齢者向けの在

宅介護のシステムを構築するなど、喫緊の課題として浮かび上がってきている。 
 
 

 
図表 29 希望する介護形態 
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Q9．	 在宅での生活の限界：「他者からの世話や介護が必要となった場合、いつまで在宅
での生活を望みますか」 

 
「最後まで（看取りが必要となっても）在宅の生活を望む」と回答した者が 16.7％（102
名）で、「全介助（着替え、食事摂取、排泄など）が必要となっても在宅の生活を望む」と

回答した者が 2.1％（13名）、「一部介助（着替え、食事摂取、排泄など）が必要となって
も在宅の生活を望む」と回答した者 11.0％（67名）と合わせると、約 30％の者（182名）
が在宅介護の希望者が多いことが明らかとなった。「日常生活のサポート（買い物、簡単な

調理、金銭管理、歩行補助）が必要となっても在宅の生活を望む」者が 31.7％（189 名）
いることからも、日常生活の簡単なサポートを受けながら自立した生活の継続を希望する

者が多いことが判明した。 
一方、27.5％の者が「在宅でのケアサポートは望まない」と回答しており、これらの者
に対しては、早い段階での施設選びを含めた終活の準備が必要となってくるであろう。 

 
 

 
図表 30	 在宅での生活を望む状態像のレベル 
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Q10.	 ケアサポートの内容：「他者からの世話や介護が必要となった場合、希望されるこ
とは何ですか」 
	  
比較的軽度なケアサポート（例えば、「掃除」「病院の付き添い」「散歩・買い物の同行」

「住環境の整備（電球交換、芝刈りなど）」「日本語の話し相手」など）を希望する者が多

い。日常生活をお互いに支えあう、年齢を超えた相互扶助のネットワーク作りも重要な課

題である。 
一方、重度な介護（例えば、「投薬」「食事介助」「排泄介助」「服薬管理」など）を希望

する者は少ない傾向にある。これは、自分自身が重度な介護状態になった状況を想定しに

くいことに起因するかもしれない。 
 
 

 
図表 31	 希望するケアサポートの内容 
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日本語での話し相手 
住環境の整備 

散歩・買い物の同行 
食事作り 

病院の付き添い 
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Q11.	 ホームヘルスエイド（介護者）に対する希望：「アメリカで老後を迎える場合、ホ
ームヘルスエイド（介護者）に対する希望はありますか」 
	  
この項目に関しては、2006年の調査結果とほぼ同じ結果が出てきている。「トレーニン
グを受けている人・資格を持っている人」と回答した者が 49.0％と一番多い。加えて、日
本人・日本文化に理解をしてほしいと希望する者（「日本の文化・生活習慣を理解する人」

（34.6％）、「日本食の準備ができる人」（33.8％）、「日本語を理解する人」（32.8％）、「日
本人」（21.6％））が多い。 
実際に、日本文化に対する理解があり、かつ、介護の有資格者を探すとなると、個人で

ホームヘルスエイド（介護者）探し、個別に契約をする必要がでてくる。このような特別

なホームヘルスエイドを雇用できる経済的な状況にあるかどうか、次の質問で検証したい。 
 
 

 

図表 32	 ホームヘルスエイド（介護者）に対する希望 
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Q12．介護の自己負担額：「有資格者に在宅介護を依頼する場合、自費で支払える金額は月
額でどのぐらいですか」 
	  
ホームヘルスエイド（介護者）を個人で契約する場合、時給を 20 ドルと仮定して、１
日 3時間（食事、掃除、洗濯などの軽度なサポート）週 2回で月額を仮に計算すると、480
ドルとなる。自己負担として 500ドル以上支払える者が、約 45％（「501ドル-1000ドル」
（18.9％）、「1001ドル-1500ドル」（10.5％）、「1501ドル-2000ドル」（7.0％）、「2001ド
ル以上」（8.9％））いる。 
	 「0ドル」と回答した者が 3.6％、「1ドル-250ドル以下」と回答した者が 16.1％、「251
ドル-500ドル以下」と回答した者が 18.9％おり、自己負担でホームヘルスエイド（介護者）
を雇用することはかなり困難であると推測される。実際は、軽度な生活のサポートであれ

ば、その多くが配偶者・パートナーや子どもによって担われているか、友人・知人の相互

扶助のネットワークが利用されていると考えられる。 
	  
 

 
図表 33	 介護の自己負担許容額 

 

3.6% 16.1% 19.7% 18.9% 10.5% 7.0% 8.9% 15.4% 
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0ドル 1ドル-250ドル以下 251ドル-500ドル以下 

501ドル-1000ドル 1001ドル-1500ドル 1501ドル-2000ドル 

2001ドル以上 無回答 
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Q13.	 現在の介護状況：「現在、他者からの世話や介護が必要な状況ですか。」 
	 現在、他者の世話や介護が必要であると回答した者が 4.1％（25名）、不要であると回答
した者が 92.0％（561名）であった。 
 
Q14.	 介護者の属性：「誰からケアを受けていますか」 
	 「受けていない」と回答した者は 86.6％で大多数であるが、ケア（介護含めた日常生活
のサポート）を受けていると考えられる 12.2％の者の中で、「配偶者・パートナー」と回
答した者が 4.1％、次いで、「子ども」と回答した者が 3.4％いる。それ以外の属性として
は、「友人」が 1.5％、「ホームヘルスエイド（介護者）」が 1.1％、「兄弟姉妹」が 0.8％で
あった。 
 
 

 
図表 34	 介護者の属性 
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Q15.	 介護の内容：「どのようなケアサポートを受けていますか」 
	  
比較的軽度なケアサポート（例えば、「掃除」「病院の付き添い」「住環境の整備（電球交

換、芝刈りなど）」「散歩・買い物の同行」など）が多く回答された。 
一方、重度な介護サービス（例えば、「口腔ケア」「認知症状に適したケア」「食事介助」

「排泄介助「投薬」「入浴介助」「服薬管理」など）を受けている者は、極端に少ない。 
 

 
図表 35	 現在受けているケアサポートの内容 
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Q16.	 日本への帰国：「もしも将来日本に永住帰国する場合、いつごろの帰国を考えてい
ますか」 
	  
「考えていない」と回答した者が 42％で、これはアメリカで老後を過ごすと決めている
37.5％（アンケート用紙の Q５）とほぼ同数であると考えられる。具体的に日本への帰国
を検討している者（詳細は以下とおりである。「1年以内」が 2.1％、「5年以内」が 7.7％、
「10年以内」が 8.7％、「15年以内」が 4.8％、「20年以内」が 2.6％、「20年以上」が 1.5％。）	
が約 27％おり、「考えているが時期は未定」（24.4％）と合わせて考えると、日本で老後を
過ごすことを選択肢として残していることが明らかになった。 
 
 

 
図表 36	 日本への永住帰国時期 
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Q17．日本帰国の理由：「日本に永住帰国する場合の理由は何ですか」 
	  
「帰国を考えていない」と回答した者が 40.2％おり、これは前述のアメリカで老後を過ご
すと決めている者が 37.5％（アンケート用紙の Q5）や、日本への永住帰国を考えていな
い（Q16）と回答した者が 42％とほぼ同数の結果が出てきている。 
	「日本の方が安心した老後が送れるから（言葉、食事、ケアの質など）」と回答した者が、

40.2％で、アメリカより日本での老後に安心感をもつ者が多い。「日本に家族（子ども）・
親戚がいるから」（11.3％）、「日本に親がいるから（介護を含む）」（6.2％）と親族が日本
にいる場合であることも日本への永住帰国の要因となっている。 
 
 

 
図表 37	 日本に永住帰国する理由 
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4.3	 自由回答    
Q40 日系コミュニティでどのような高齢者支援があったら良いかご意見をお書きくださ
い。 
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図表 38	 自由回答（日系コミュニティでの高齢者支援） 
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Q41 	 現在困っていることや不安を具体的にお書きください。 
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図表 39	 自由回答（現在困っていることや不安） 
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５ 考察 
 
	 個人の老いを考察する際には個人史を無視することができないように、コミュニティに

もそれぞれの歴史がある。現在のニューヨーク近郊の日系コミュニティは、その長い歴史

から生まれてきている。それを踏まえて、今回の調査で明らかとなった点は、以下の５点

に要約できよう。 
 
（１） 散住：子育てのために都市部より郊外に居住するパターン、ビジネス、留学、国際

結婚から個別に住居を構えるパターンなどが散見され、日本人町のような一つの地

域に集住するというよりは、比較的広い地域に散住する居住パターンが観察される。 
（２） 長い居住歴：20年以上アメリカに居住している者が回答者の 85％と、居住歴は長

い。 
（３） 経済的に安定した老後の生活：全体の約 84％のものが、短大・専門学校以上の高

等教育を受けている。それに伴って、多くの者がアメリカおよび日本からの公的年

金を受給しており、収入が 60,000ドル以上と答えた者が全体の 50％を超える。 
（４） 高い英語コミュニケーション能力：英語が（ほとんど）できないと認識している者

は、全体の約 12％と、回答者の多くが自分は高い英語運用能力を持っているとい
う自己認識を持っている。 

（５） 高い医療保険加入率：約 50％の者がメディケアに加入しており、約 80％の者が必
要な医療が必要な時に受けられていると認識している。一方で、医療保険に加入し

ていない者が約４％いた。 
 
	 一見問題がないようなニューヨーク近郊の日系コミュニティであるが、問題が全くない

わけではない。以下の 5点に集約される問題を内包していると考えられる。 
 
（１） 不健康感と不幸感：健康状態が「よくない」と回答した者が 8.5％、「（やや）不幸」

あるいは「どちらでもない」と認識している者も約 11％もいる。 
（２） 日常生活に対する漠然とした不安: 自分自身の介護や自分自身の身体機能や認知

機能の衰えから、漠然とした不安を感じる者が多い。特に将来高額になるであろう

医療費や介護費に対する不安が大きい。このことから、日本での老後の生活を検討

する者も多い。このような不安を気軽に相談できる窓口の必要性が、自由回答から

も見受けられた。 
（３） 日本的ケア：日本的なケア（日本食や日本語）に対するニーズはかなり高い。しか

しながら、現状から鑑みて、そのニーズを充足できる看護師・介護士は不足してい

るといえよう。 
（４） 低い介護の自己負担額：掃除や病院に付き添うなど比較的軽度なサポートに対する

ニーズは高い。一方で、介護者に自費で支払える金額が 500ドル以下と回答した
者が全体の約 39％と、自費で支払える想定額はかなり低い。 
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（５） コミュニティの流動性：全体の約 20％の者が老後を日本で過ごすために日本への
永住帰国（リターン・マイグレーション）をすでに決めており、この内包されてい

る流動性がコミュニティの脆弱性をもたらしているとも考えられる。 
 
	 以上、本報告書においては、アンケート調査の単純集計をもとに、ニューヨーク近郊の

日系コミュニティの高齢化の現状とそれに伴う問題点を簡単に整理した。 
今後の課題としては、ニューヨーク近郊における日系コミュニティの問題点をさらに明

らかにするためにも、クロス集計などを用いて詳細な分析を行う必要がある。また、2006
年にニューヨーク日系人会が実施した調査結果との通時的な比較、およびイギリス、オラ

ンダ、ブラジルなどで実施した同様の調査の結果との共時的比較研究も重要となろう。 
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資料 1；質問紙（日本語） 
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資料２：質問紙（英語） 
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